
議第３号議案  

  

   教育予算の拡充等に関する意見書の提出  

 

 教育予算の拡充等に関し、関係行政機関へ意見書を提出したいので、次のとお

り提出する。  

  

   平成２７年５月２９日提出  

  

                      こども青少年・教育委員会    

                      委員長  望  月  康  弘    

  

 



教 育 予 算 の 拡 充 等 に 関 す る 意 見 書  

  

義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制 度 は 、 義 務 教 育 無 償 の 原 則 に の っ と り 教 育 の 機 会 均 等 と

教 育 水 準 の 維 持 向 上 を 図 る こ と を 目 的 と し 、 我 が 国 の 義 務 教 育 の 円 滑 な 推 進 を 支

え て き た 根 幹 的 制 度 で あ る 。  

し か し な が ら 、 国 に お い て は 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制 度 に つ い て 、 平 成 １ ８ 年

４ 月 か ら 国 庫 負 担 の 割 合 を ３ 分 の １ に 引 き 下 げ る 改 正 が 行 わ れ た と こ ろ で あ る 。  

県 費 負 担 教 職 員 給 与 負 担 事 務 の 指 定 都 市 へ の 移 譲 に 当 た っ て も 、 基 礎 学 力 の 向

上 と 個 に 応 じ た き め 細 か な 指 導 を 実 現 し 、 学 力 向 上 や い じ め 等 の 学 校 教 育 上 の 課

題 等 に 適 切 に 対 応 す る た め に は 、 教 職 員 定 数 の 改 善 が 不 可 欠 で あ る と と も に 、 国

に よ る 適 切 な 地 方 財 政 措 置 が 必 須 と な る 。  

教 育 が 未 来 へ の 先 行 投 資 で あ る こ と を 考 え る と 、 教 職 員 の 人 材 確 保 や 学 校 施 設

の 整 備 な ど 教 育 環 境 を 等 し く 整 え て い く た め に は 、 教 育 予 算 を 充 実 し て い く こ と

が 極 め て 重 要 で あ る 。  

よ っ て 、 政 府 に お か れ て は 、 少 人 数 学 級 の 実 現 を 可 能 と す る 大 幅 な 定 数 改 善 を

実 施 す る こ と 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制 度 の 精 神 を 尊 重 し 、 教 育 の 充 実 に 向 け て 国

の 予 算 を 拡 充 し て い く こ と を 強 く 要 望 す る 。  

こ こ に 横 浜 市 会 は 、 全 会 一 致 を も っ て 、 地 方 自 治 法 第 ９ ９ 条 の 規 定 に よ り 意 見

書 を 提 出 す る 。  

 

   平 成 ２ ７ 年 ５ 月 ２ ９ 日  

 

 内 閣 総 理 大 臣   

 総 務 大 臣    

 財 務 大 臣  

 文 部 科 学 大 臣  

  

                           横 浜 市 会 議 長     

                            佐  藤  祐  文   

宛 て  
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